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本定例会に当たり、令和７年度の施政に関する方針についてご説明いたします。

本市の人口は５０年以上増加を続けており、これまで、人口１０万人を目標

に様々な施策を展開してまいりましたが、令和７年度にいよいよ１０万人に到

達する見込みです。

令和７年度は、今後１０年間の本市のまちづくりの指針となる「第６次大村

市総合計画」及び総合計画と密接に関係している「第３期大村市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」を策定するとともに、行政評価の見直し及び歳出の抑制

と適正化について検討を行います。

また、計画の策定に先立ち、大村市の目指すべき未来を描いた２０５０年の

大村市のビジョンを多くの市民の方々とともに作成しているところです。大村

市の目指すべきミライの姿をわかりやすく表現することで、市民はもとより、

多くの方に大村市に関心を持っていただき、まちづくりに参加していただきた

いと考えています。

令和７年度も、市議会並びに市民の皆さまのご理解とご協力を賜りながら、

市民の皆さまのしあわせと本市の更なる発展に結び付く施策を推進してまい

ります。
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１ 人を育むまち

将来の担い手となるこどもたちの健やかな成長を図るため、令和７年度から

５年間を計画期間とする「第３期おおむら子ども・子育て支援プラン」に基づ

く子育て支援の取組を進めます。

令和４年度から不妊治療の一部が保険適用となりましたが、不妊治療に伴う

経済的負担をより一層軽減するため、不妊検査・人工授精などの「一般不妊治

療」及び体外受精・顕微授精などの「生殖補助医療」に要する医療費の助成を

行います。さらに、生殖補助医療と併せて実施する保険適用外の「先進医療」

に要する医療費についても、長崎県の助成に上乗せして助成を行います。

保育所、認定こども園等におけるアレルギーを有する児童の増加や食による

事故の予防などの業務に対応するため、配置基準を超えた調理員の人件費の一

部を補助し、施設の安定的な運営、調理員等の負担軽減を図り、保育環境の向

上を進めます。

年間を通じた待機児童の解消を図るため、引き続き、保育士等の人材確保に

努めます。

現在、未就学児から中学生まで行っている子ども医療費の現物給付方式につ

いて、令和８年４月から高校生世代まで拡大するため、令和７年度にシステム

改修等の準備を行います。

保育所、認定こども園等の入所申請書のデジタル化により手続を効率化し、
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入所選考の結果を保護者及び施設に早期に通知することで、入所に係る準備期

間の確保や子育て支援体制の向上を図ります。

保育所、認定こども園等及び小・中学校における給食費について、近年の物

価高騰の影響を受け食材費が高騰し続けていることから、保護者の負担軽減の

ため令和６年度に引き続き、更に高騰した分も合わせて市が負担し、保護者の

負担を変えずに、安全・安心でおいしい給食を提供します。

特別な配慮を要する児童生徒や新入学児童の支援のための補助員を増員し、

一人ひとりに寄り添ったきめ細かな支援を実現するなど、こどもたちが安心し

て学校生活を送ることができる教育環境づくりを行います。

喫緊の課題である不登校対策としては、不登校の児童生徒数が年々増加して

いることから、あおば教室、ｃｏｎｎｅ（コンネ）に加え、新たに「校内教育

支援センター（スペシャルサポートルーム）」を学校内に設置し、教室に入れな

い児童生徒が自分のペースで学習・生活ができる居場所を確保します。また、

教員免許保有者の支援員を同センターに配置します。

黒木小学校、松原小学校に加え、豊かな自然体験が特色である東大村小学校

においても令和７年度から特別転入学制度を設けます。また、英語学習が特色

の一つである松原小学校については、英語学習発音アプリを授業に取り入れ、

更なる英語教育の充実を図ります。

ＩＣＴ支援員を各中学校区に一人ずつ配置し、ＧＩＧＡスクール構想及びＩ
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ＣＴ機器のサポート等を行い、ＩＣＴ教育の推進、教職員の負担軽減を図りま

す。

老朽化が進んでいる小・中学校の校舎及び体育館について、「大村市学校施

設長寿命化計画」に基づき、令和７年度は、福重小学校のグラウンド整備工事、

旭が丘小学校の校舎及び体育館の長寿命化改良工事並びに玖島中学校の校舎

の大規模改造工事を実施します。また、三城小学校の校舎の改築工事に向けた

仮設校舎の建設や、中央小学校の校舎の改築工事に向けた基本計画、基本設計

及び実施設計並びに郡中学校体育館の改築に伴う既存建物の解体設計、技術室

棟などの設計に着手します。さらに、萱瀬小学校及び萱瀬中学校に関しては、

施設一体型小中学校としての整備に向けた準備を進めます。

学校規模適正化の取組として、県内最大規模の竹松小学校と、隣接する福重

小学校との校区見直しを進めます。

中学校の休日における部活動の地域移行については、令和８年度からの完全

実施に向け、引き続き環境整備を進めます。

令和７年９月１４日から１１月３０日までの期間で開催される本県全域を

会場とした第４０回国民文化祭、第２５回全国障害者芸術・文化祭「ながさき

ピース文化祭２０２５」において、シーハットおおむらを中心に、市・県主催
にせんにじゅうご

の地域文化発信事業や障害者交流事業が開催されます。市民に本市の豊かな文

化、芸術、歴史に触れていただく絶好の機会になるよう、市内文化団体による
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応援事業に対し支援するとともに、県や関係団体と連携しながら芸術文化の更

なる振興に取り組みます。

また、ユネスコ無形文化遺産に登録されている沖田踊・黒丸踊、国の重要無

形民俗文化財である「大村の郡三踊（寿古踊・沖田踊・黒丸踊）」について、伝

統文化の保存継承のため、今後も国や県と連携し、引き続き支援に取り組みま

す。
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２ 健康でいきいきと暮らせるまち

大村市総合運動公園の多目的広場について、市民が気軽に多様なスポーツを

楽しむことができる環境を整えることを目的に、令和７年度から人工芝の整備

工事に着手します。

陸上競技場の全天候型トラックへの改修については、令和８年度末の工事完

成を目指し、令和６年度に引き続き実施設計を進めます。

古賀島スポーツ広場については、人工芝の全面張替及び避難場所としての機

能向上を図るため、改修工事の実施設計を進めます。

本市の緑豊かな都市づくりの基礎となる「大村市緑の基本計画」について、

公園施設の改修や人口分布に見合った適切な公園の配置、緑を取り巻く社会状

況の変化などを踏まえ、改定に取り組みます。

また、本計画を踏まえ、市民のレジャーや健康増進、スポーツ振興及び公園

機能の充実を図るため、森園公園内に市民プールと屋内プールを集約化した新

たなプールを計画するとともに、森園公園の再整備についても検討を進めてい

きます。

令和７年５月から９月にかけて開催される本県を主会場とした国民スポー

ツ大会九州ブロック大会において、本市は男子ゴルフ競技、男子・女子スポー

ツクライミング競技、男子・女子ソフトボール競技、男子・女子弓道競技及び

男子・女子バスケットボール競技の開催地となっています。本大会の運営が円
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滑に進むよう県や関係団体と連携しながら支援します。

特定健診について、引き続き市民に受診の大切さを周知するとともに、未受

診の方へ受診勧奨を行います。また、大村市国保特定健診において、腎臓に関

する詳細な検査である尿蛋白定量検査を導入し、腎臓病の重症化予防に努めま

す。

がん治療に伴う外見の悩みを抱えている方に対し、安心して自分らしく生活

を送ることができるよう、ウイッグや乳房補整具等の購入費用の一部を助成す

る、アピアランスケア助成事業を開始します。

誰もが住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよう、これまで推進し

てきた地域包括ケアシステムを更に充実させるとともに、生活支援体制の強化

を図るため、生活支援コーディネーターを増員し、地域の特性を活かした支え

合いの仕組みづくりを進めます。

要介護認定審査に要する期間を短縮し、市民が適切な介護保険サービスを早

期に受けることができるよう、要介護認定審査に係る事務手続のデジタル化を

図ります。

介護人材確保については、引き続き、就職相談会等を開催することに加え、

市ホームページやＳＮＳ等により幅広い世代に向けて介護の仕事の魅力を発

信するとともに、介護福祉士の資格を有する人材の確保及び定着並びに介護福

祉士の資格取得を促す取組として２種類の応援金を交付します。
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在宅で生活している医療的ケア児に対して、指定訪問看護事業者の看護師等

が自宅等での医療保険の適用外となる訪問看護や医療的ケアを伴う見守りを

行う医療的ケア児レスパイト事業を実施し、介護者である家族の休息の確保や

医療的ケア児の外出機会の創出を図ります。

聴覚に障がいのある方が各種届出や相談などで市の窓口に来庁する場合や、

自宅等から問い合わせを行う場合に、容易に市の手話通訳者と繋がることがで

きるよう、遠隔手話通訳システムを導入し、手話による十分な情報の取得、利

用や、円滑な意思疎通ができる環境を整えます。

地域で暮らす障がい者の雇用促進と工賃向上を実現するため、企業や障害福

祉サービス事業所の紹介などを行う障がい者雇用促進イベントの実施や、障が

い者就労施設の商品や請負作業を企業などへ広く周知します。

障がい者（児）等の生活環境の改善を図るため、視覚障がい者に対する「音

声血圧計」や人工内耳装用者に対する「人工内耳用電池」、医療的ケア者（児）

に対する「非常用電源装置」など、障がい特性に応じた用具を新たに大村市日

常生活用具給付事業の給付対象に追加します。

「第２期大村市自殺対策計画」に基づき、自殺対策に関するネットワークの

強化やゲートキーパーの養成、市民に対する正しい知識の普及啓発や相談窓口

の周知などの自殺対策を引き続き推進します。
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３ 安全・安心なまち

激甚化・頻発化する自然災害に対し、迅速かつ的確な防災活動を実施するた

め、消防団や消防署、警察署、自衛隊等の関係機関との連携強化を図るととも

に、市民の防災意識を高めるため、実動訓練に加え市民も学習や体験ができる

総合防災訓練を実施します。

災害に対する備えや、それに対する知識といった防災力の向上への関心が高

まっており、消防団の役割はますます重要となってきていることから、消防団

員の確保や地域防災力の向上に努めるとともに、消防団員に対し、新たに「防

災士」の資格取得助成を行います。

また、自主防災組織の結成及び活動を促進し、地域の防災力を高めるため、

引き続き、自主防災組織を結成した際は結成補助金を、防災訓練等を実施した

際は活動交付金を交付します。

市内の河川において新たに洪水想定区域が追加されたことから、避難行動に

重要な情報である「大村市防災マップ」を見直します。また、令和２年７月豪

雨をはじめとした近年の気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、引き続

き、郡川や大上戸川をはじめとする大村圏域の二級水系流域において、あらゆ

る関係者が協働して流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を計画

的に進めます。

交通事故全体に占める高齢者による交通事故の割合が高い状況にあること
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から、関係機関・団体と連携を図りながら高齢者講習会を実施します。また、

歩行者の安全を確保するため、引き続き、市道路側帯のグリーンベルト設置、

通学路の歩道整備やガードパイプ、ボラード（車止め）、カーブミラーの設置を

行います。

「大村市自転車活用推進計画」に基づき、自転車の通行位置と方向を明示す

る青色の矢羽根マーク等の路面標示を整備するなど、令和７年度以降について

も、警察等の関係機関と連携しながら安全で快適な自転車空間の整備を進めま

す。また、自転車事故の多くは、中・高校生であることから、引き続き、中学

校や高等学校で自転車安全利用講習会を実施します。

市内において、ニセ電話詐欺を含むＳＮＳ型投資詐欺や自転車の盗難、小・

中学生に対する声かけ事案などが発生していることから、関係機関・団体と連

携を図りながら、防災ラジオなど様々な広報媒体を通して広報宣伝活動の強化

に努めます。

また、夜間における道路や住宅地の暗い場所などへの防犯灯の設置に努めま

す。

「スケートボードの適正利用に関する条例」を制定し、住民の安全で快適な

生活環境の保全を目指します。



11

４ 活力に満ちた産業のまち

社会情勢の変化や新たな行政課題などに適切に対応し、効果的・効率的に施

策を推進するため、「産業振興部」を廃止し、新たに「農林水産部」及び「商工

観光部」を設置します。

また、地域農業の担い手支援の拡充、農福連携の推進による労働力不足解消

など、持続可能な農業経営の更なる強化を図るため、「農林水産振興課」内の

「農業経営室」を独立させ、「農業経営支援課」として新設します。

「地域計画」に基づいた地域農業の継続的安定と実効性を高める観点から機

械等導入経費の一部を補助し、省力化を図ります。また、農業の担い手として

親元で就農する方に対し、経済的に安心して営農できるよう新たに給付金を給

付することにより、農業の後継者不足の解消と円滑で確実な経営継承につなげ

ます。

農道や用水路などの農業施設整備に伴う農家の負担軽減を図るため、原材料

支給の拡充や受益面積などの要件を緩和します。

農地の宅地化等に伴い、利用用途が現状に即していない農道や用水路などに

ついて、農道を市道にするなど、管理変更を計画的に進めます。

公共牧場については、老朽化した施設及び機械設備の補改修・更新により有

効利用を促すことで、飼育経費と労働力の低減や優良な肉用牛・乳用牛の育成

等に取り組みます。
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また、令和９年に北海道で開催予定である第１３回全国和牛能力共進会に向

けて「大村生まれ・大村育ち」の長崎和牛のブランド化を推進し、畜産経営の

安定化に繋げます。

森林の適正な管理・活用のため、森林環境譲与税を活用し、森林所有者への

意向調査、森林整備、森林施業のための人材育成を引き続き実施するとともに、

学校等の公共施設への木材利用の促進や森林の持つ公益的機能の普及啓発に

取り組みます。

漁業振興については、海底耕うんやイカシバの設置などを引き続き実施する

とともに、令和６年度に記録的不漁となったナマコについて、大村湾沿岸の各

自治体と情報を共有し、県や関係団体等と協力しながら漁獲量の回復を目指し

ます。また、漁業者の安全な就労環境を確保するため、東浦漁港、松原漁港の

施設整備に伴う設計に着手します。

令和７年度に、オフィスパーク大村において操業開始する企業や、第２大村

ハイテクパークにおいて工場を建設中の企業に加え、新たに工場の建設工事に

着手する予定の企業があり、地域経済の活性化や新たな雇用創出が期待されま

す。引き続き、「第２大村ハイテクパーク」の残り１区画への企業誘致等につい

て、県や関係団体等と十分に連携を図りながら、取り組んでいきます。

老朽化が進む大村バスターミナルビルは、地権者等からなる「大村バスター

ミナル地区市街地再開発準備組合」により、現在、事業協力者とともに、事業
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計画の策定などに取り組まれているところです。同組合と協力して、中心市街

地における新たな核となる大村バスターミナル地区市街地再開発事業を進め

ます。

また、地域経済の活性化を図るため、デジタル地域通貨「ゆでぴ」を活用し

てポイント付与やキャンペーン等を充実させ、利用者及び加盟店の拡大を図り

ます。

野岳湖公園周辺地域のリニューアルについては、本年のゴールデンウィーク

前のオープンを目指し整備を進めている自然共生型アウトドアパークや、令和

８年度の供用開始を目指しているジップスライドの設置などにより、本市を訪

れる観光客数や観光消費額を増加させます。

また、本市の豊かな自然を活用したグリーン・ツーリズム等の体験型観光を

引き続き実施するとともに、令和８年実施に向け準備を進めている、自然を活

かしたスポーツイベントである「ＳＥＡ ＴＯ ＳＵＭＭＩＴ」など、県外か

らの集客が期待できるイベントを開催することにより、多くの方に大村市の魅

力を体験していただきます。

今後も、新たな観光資源等の発掘やブラッシュアップを図り、市の魅力を市

内外へ広く発信し、関係人口の創出につなげます。

本市の観光情報をスマートフォンアプリ（観光型ＭａａＳ）やＳＮＳなど多

様な媒体を活用し、発信するとともに、観光客等の二次交通として、大村公園・
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大村駅前・新大村駅前を起点とする電動アシスト自転車のシェアサイクルを導

入し、市内の周遊促進を図ります。

長崎空港は世界初の海上空港として開港し、今年５月に５０周年を迎えます。

また、韓国ソウル線においては、令和６年１０月から、約５年半ぶりに運航を

再開しました。長崎空港の利用促進はもとより、ソウル便の安定的な維持、更

なる拡充を図るため、「長崎空港５０周年記念ソウル便復活キャンペーン」と

して、長崎県の助成に上乗せして、市民が利用するツアーに対して旅費の一部

を助成します。また、韓国の訪日旅行事業者に対して「世界文化遺産『長崎と

天草地方の潜伏キリシタン関連遺産』のはじまりは大村から。」について、トッ

プセールスを行うため、韓国を訪問します。

姉妹都市との国際交流について、アメリカ合衆国サンカルロス市との姉妹都

市提携１０周年を記念したセレモニーに参加するため、５月に公式訪問します。

また、コロナ禍を経て交流が途絶えていたポルトガル共和国シントラ市との学

生派遣の再開など、今後も国際親善や文化交流を推進します。
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５ 機能的で環境と調和したまち

市ポータルアプリ「おむすび。」については、新たなサービスとして、地域情

報の投稿や閲覧ができる「ほっこりコミュニティサービス」、公共施設の予約

や支払いがワンストップで行える「公共施設予約システム」を追加するなど、

地域コミュニティの活性化や市民サービスの向上につながる機能を充実させ

ます。

さらに、令和７年度は、観光チケットや割引クーポン、デジタル会員証など

が発行できるサービスを追加し、市民及び観光客の利便性向上を図るとともに、

交流人口の拡大に向けた取組にも活用していきます。

デジタル地域通貨「ゆでぴ」については、市のイベントやボランティアの参

加などによるポイントの付与を通して市民参加型のまちづくりを推進します。

情報格差（デジタルデバイド）対策として、インターネット環境の未整備地

域にお住まいの方に対して、衛星通信を介したインターネット環境整備を支援

し、デジタル化を進める市のサービスを、誰一人取り残すことなく提供できる

環境を目指します。

都市計画道路「（仮称）鬼橋坂口線」については、新規路線として、令和７年

度に都市計画決定を行い、事業認可を経て、事業に着手します。また、道路整

備に併せて、その周辺への民間事業者等による商業やサービス産業などの立地

を促進するため、「都市計画マスタープラン」、「立地適正化計画」及び用途地域
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の見直しを行いながら、開発に係る測量や造成設計などを実施します。

国道３４号の整備については、与崎から諫早市本野までの大村諫早拡幅の道

路設計や用地買収が実施されるなど、着実に事業が進められています。本市に

おいても、国道３４号大村諫早拡幅推進支援本部会議を開催するなど、諫早市

とともに国への協力体制を整え、整備促進に向けて取り組みます。

「空港南口交差点」から「水主町交差点」までの大村拡幅の残り４８０ｍに

ついては、電線共同溝工事等が行われており、早期完成に向け着々と整備が進

められています。

「空港北口交差点（松原本町）」については、令和６年度に国により新規事業

として採択されたところです。道路設計や用地調査が実施され、事業の早期完

成に向けて取り組まれています。

慢性的な交通渋滞が発生している「桜馬場交差点」、「池田２丁目交差点」の

うち桜馬場交差点については、暫定的に即効性の高い渋滞対策として左折レー

ンが設置されており、これらの２地点について、引き続き、関係機関と連携し、

渋滞解消及び交通安全対策に向けて取り組みます。

また、抜本的な渋滞解消や道路ネットワーク構築のため、「長崎県新広域道

路交通計画」の構想路線として位置付けられた、長崎空港、新大村駅及び大村

インターチェンジを結ぶ約５キロメートルの道路である、「長崎空港連絡道路」

については、国や県とともに、引き続き、課題の整理や整備手法等を研究しま



17

す。

県央と県北を結ぶ「東彼杵道路」については、環境影響評価が引き続き行わ

れており、新規事業化に向けた手続きが進められています。

今後も、重要な幹線道路について、国や県と一体となって整備促進を図りま

す。

九州新幹線西九州ルートの全線フル規格化の早期実現について、本市のみな

らず、西九州地域全体の発展のため、引き続き官民一体となって積極的に取り

組みます。また、現在整備中の新大村駅公園は、災害時の一次避難場所として

かまどベンチなど防災機能を有するほか、誰もが遊べるインクルーシブ遊具を

配置した公園として、本年夏の供用開始を目指します。

高齢者の方々の外出を支援するため、普通自動車等の運転免許を持っていな

い市内在住の７５歳以上の市民を対象に、公共交通機関を利用する際の交通費

を助成します。また、市内６地区で乗合タクシーを運行するなど、引き続きき

め細かな公共交通サービスを実施します。

大村インターチェンジにある高速バス停は、急な勾配の階段を使用する必要

があり、利用者にとって、不便な状況となっていることから、令和７年度から

バリアフリー化に向けたエレベーター等の基本設計、実施設計を行い、最適な

設備の構築を進めていきます。

ＪＲ諏訪駅の駐輪場は駅から離れた場所にあり、利用者にとって不便をきた
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しているため、駅前に新たに駐輪場を整備し、駅利用者の利便性向上を図りま

す。

また、松原駅、新大村駅、諏訪駅、岩松駅の駐輪場に防犯カメラを整備し、

自転車盗難等犯罪の抑止力を高め、安全性の向上を図ります。

水道事業については、対策が必要な急所施設や重要施設に接続する管路等に

ついて、耐震化に取り組みます。また、少雨、渇水等に備えるため、新たな水

源開発を進めます。

下水道事業については、大村浄水管理センターにおいて、大村湾の水質改善

を目的とした水処理施設の高度処理化を継続して進めます。また、農業集落排

水の公共下水道への統合については、令和７年３月から萱瀬地区の一部の公共

下水道への流入を予定しております。今後も、段階的に公共下水道への統合を

行い、効率的な汚水処理を進めます。

「ゼロカーボンシティおおむら」を目指し、市民・事業者・行政が一体とな

った「オール大村」で、ごみの減量化や資源の循環、太陽光発電設備等の設置

補助、公共施設のＬＥＤ照明への転換、大村湾ＳＤＧｓプロジェクトの推進な

どの環境施策に取り組みます。

ごみ処理施設の建替えについて、施設の設計・建設及び運営・維持管理を一

括して行う事業者を選定し、建替えに向けた準備を進めます。

老朽化しているし尿処理施設について、大村浄水管理センター内に建設中の
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新たなし尿等受入施設の完成後、供用を開始します。

釜川内地区の旧一般廃棄物最終処分場跡地について、地域住民の憩いの場と

なるよう公園整備工事に着手します。
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６ 持続可能な行財政運営と市民協働の推進

新庁舎については、実施設計を行うとともに、新庁舎の建設地である市民プ

ール及び森園ファミリースポーツ広場の解体工事を行います。また、新たな文

化ホール、体育館、武道館については、外部検討委員会の報告を踏まえ、市の

整備方針を決定し、施設整備に向けて引き続き検討を進めます。

市内外の関係・交流人口の創出と移住・定住の促進を図るため、移住コーデ

ィネーターによる相談者に寄り添った移住相談と、地域おこし協力隊の活動を

通した本市の魅力や価値の再発見、情報発信に努めます。

また、東京圏内の大学を卒業後、県内の企業に就職して大村市に移住する大

学生に対し、その就職活動にかかる費用の一部を補助するとともに、「大村～

つながるプロジェクト」で本市出身の学生への地元産品の送付、魅力的な情報

発信と関連イベントの開催などによる継続したつながりを通して、若者の将来

的なＵＩＪターンを促進します。

市民、町内会、事業者及び市が一体となって、町内会への加入及び活動への

参加の促進に取り組むことを目的とした、「大村市町内会への加入及び町内会

活動への参加の促進に関する条例」を制定し、地域コミュニティの活性化を図

ります。また、町内会が負担している防犯灯の管理費について、町内会の支援

を目的とした電気代の補助を行います。

町内公民館建設費補助金に関しては、加入世帯数が少ない町内会の公民館に

対する補助率を引き上げるとともに、エアコン設置に関しては、利用しやすい
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よう要件を緩和します。

地域コミュニティの活性化を図るため、団体や法人が行う魅力あるまちづく

りに寄与する自主的な活動を支援するなんでんかんでんチャレンジ４０助成

金事業を引き続き実施します。なお、令和７年度は「ながさきピース文化祭２

０２５」が開催されることから、特別枠を設け、市内のさまざまな団体の文化・

芸術活動を支援します。

本市における入札制度について、昨今の物価高騰によって業務の経費が上昇

していることを踏まえ、一者見積もりによる随意契約の限度額を見直すほか、

労務費への価格転嫁やダンピング防止対策の徹底を図るため、一部の業務委託

に最低制限価格を新たに設けます。さらに、建設業の働き方改革を推進するた

め、週休二日モデル工事の積極的な発注に努めます。

市の情報を「正しく」「わかりやすい」形で市内外に向けて発信するため、効

果的なイラスト等の素材の活用など、「伝える」から「伝わる」広報の実現を目

指し、市全体の情報発信力の強化に努めます。

「大村市ＤＸ推進計画」に基づき、生成ＡＩサービスを導入し、職員の業務

の効率化や迅速化を図ります。

事務処理ミスの防止、職員の危機管理意識の向上及びコンプライアンス徹底

のため、引き続き内部統制機能の充実に努めます。

モーターボート競走事業については、本年１２月に全国発売としては７年連

続となる「プレミアムＧⅠクィーンズクライマックス」の開催が決定していま
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す。本レースは、グレードはＳＧ競走に次ぐ、プレミアムＧⅠ競走となります

が、注目度の高いレースであり、最高峰のレースであるＳＧグランプリに次ぐ

売上が期待できる競走となっています。加えて、ミッドナイトレースを令和６

年度９節間（４６日）から１２節間（５９日）に拡大するなど、売上・収益増

を図り、引き続き「売上日本一」を目指します。

また、ゼロカーボンの取組の一環として、本年２月からナイター照明に係る

電力の三分の一相当を賄う太陽光発電設備の運用を開始しました。更に６月か

らは、全国に先駆けて競技用モーターに使用しているレギュラーガソリンを、

バイオエタノール混合燃料へ切り替えるよう準備を進めています。このモータ

ーにつきましては、将来的に電動化も視野に入れており、今後も様々なゼロカ

ーボンの取組を業界全体で積極的に進めていきます。

財政運営については、国の税制改正等の動向を注視するとともに、「大村市

財政運営基本方針」に基づき、安定した財源の確保に努めます。また、歳出の

抑制と適正化、財政運営の透明性の確保などを図りながら、中長期的視点に立

った健全で持続可能な財政基盤を引き続き構築します。

令和６年に過去最高額を更新したふるさと納税について、寄附額向上に向け

更に力を入れるため、「観光振興課」内の「ふるさと物産室」を独立させ、「ふ

るさと物産振興課」を新設し、市外・県外の方々が「大村市を応援したい！」

と思ってもらえるよう大村の魅力発信を強化します。

「企業版ふるさと納税」については、制度が３年延長されることとなり、今
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後も継続して企業からの寄附を促すことにより、財源の確保に努め、大村湾Ｓ

ＤＧｓプロジェクトの推進や、野岳湖周辺のリニューアルなど、本市が掲げる

重点プロジェクトを進めていきます。
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なお、令和７年度予算の規模については、

一般会計 ５４１億円

特別会計 国民健康保険事業会計など １９３億円

企業会計 モーターボート競走事業会計など ２，０４７億３千万円

となっています。

これを前年度当初予算と比較すると、

一般会計 ６．６％の増

特別会計 ２．２％の増

企業会計 ３．７％の増

となります。
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以上、令和７年度の施政に関する方針を申し述べました。

人口１０万人突破が目前に迫った大村市は新たなステージへ突入します。

だからこそ、『外側と内側の関係づくり』を強力に推進します。

外側の関係づくりについては、これまで繰り返し述べてきた大村市の強みで

ある「高速交通三種の神器」を活かした『関係人口づくり』はもとより、イン

バウンド・アウトバウンド政策を前へ進めます。

一方、内側の関係づくりについては、喫緊の課題である「町内会加入率の低

下と地域コミュニティの希薄化」に対して、地域と地域が結ばれ、つながり、

広がる『向こう三軒両隣の関係づくり』を前へ進めます。

引き続き、市民も、企業・団体も、行政も、我々が長崎県をけん引するトッ

プランナーであるという気概をもって、赤ちゃんからお年寄りまで、みんなが

大村市で生まれて、成長して、暮らして、住み続けて、最期を迎えたいと思え

るよう、『ＯＮＥ ＯＭＵＲＡ～一人はみんなのために、みんなはひとつのため

に～』の精神で、幸せが循環するまちづくりを前へ！前へ！進めていきましょ

う。

市議会並びに市民の皆さまにおかれましては、今後ともご理解とご協力を賜

りますよう、よろしくお願い申し上げます。


